
地 域 内 フ ィ ー ダ ー 系 統 確 保 維 持 計 画 （ 案 ）  

 ◆計画期間 平成２９年度から平成３１年度 

 ◆地域内フィーダー系統確保維持計画の名称 

   「山陽小野田市 地域内フィーダー系統確保維持計画」 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性           

山陽小野田市では、鉄道や路線バス、コミュニティバス等が運行されており、

地域住民の日常生活における移動手段の確保を行っているが、高齢化の進展や

合併に伴う生活圏域の広域化等により市民の移動ニーズは多様化しており、こ

うしたニーズに対応した効率的、効果的な公共交通サービスの構築が急務とな

っている。 

厚狭北部地域においては、マイカーの普及や人口減等に伴う利用者の減少を

受けて民間事業者による路線バスが運行廃止となり、現在、市が主体となって

委託して「厚狭北部便」を運行しているが、利便性が低く、近年、利用者が減

少傾向にある。一方で、高齢化等によりマイカーを利用できず、日常生活にお

ける移動に支障をきたす高齢者が増加することが予想され、地域に適した効果

的・効率的な移動サービスが課題となっている。 

このような中、本市では、平成２５年２月に公募に応募した市民１８名から

なる山陽小野田市まちづくり市民会議「デマンド交通検討部会」を立ち上げ、

市の公共交通空白・不便地域における市民の公共交通手段について協議を重ね

たほか、平成２６年３月に交通事業者や住民の代表、行政関係者等で組織する

「山陽小野田市地域公共交通会議」を発足させ、厚狭北部地域にとって望まし

い公共交通のあり方について検討を行い、当該地域でデマンド型乗合タクシー

の運行を開始することとした。 

（松ヶ瀬・平沼田・不動寺原線） 

 平成２７年 1 月より地域公共交通確保維持事業費補助金を活用し、朝夕の通

学時間帯以外（平成２７年４月以降通学時間帯以外の厚狭北便廃止）の交通空

白時間帯に地域住民（高齢者や児童・生徒等）やマイカーを自由に利用できな

い住民の通院・買い物・通学等を中心とした生活を守るため、地域の周辺部か

ら幹線につなぐ結節点までの地域内フィーダー路線を確保していくことが不可

欠であり、公共交通の利便性向上を図っていく必要がある。 

（湯の峠・陽光台・山川線） 

平成２７年１月より地域公共交通確保維持事業費補助金を活用し、バス路線

から離れた交通空白地帯の地域住民（高齢者や児童・生徒等）やマイカーを自

由に利用できない住民の通院・買い物・通学等を中心とした生活を守るため、

地域の周辺部から幹線につなぐ結節点までの地域内フィーダー路線を確保して



いくことが不可欠であり、公共交通の利便性向上を図っていく必要がある。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

１ １日当たりの利用者数（目標） 

年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 昨年度実績 

利用者数 １８人以上 ２０人以上 ２１人以上 １５.４４人 

 

 平成２７年度（１月～９月）における松ヶ瀬・平沼田・不動寺原線と湯の峠・

陽光台・山川線の両路線を合わせた１日当たりの利用人数は、約１５人であっ

た。利用者については、運行開始から徐々に増加する傾向がみられ、直近であ

る５月の１日当たりの利用者数は、１８.９人であったため、これら実績値を参

考にして、平成２９年度の目標値を設定する。 

 

２ 事業の効果 

・高齢者等、マイカーを自由に利用できない住民の日常生活（通院、買い物等）

における移動手段が確保できる。 

・地域内に存在する、一定の需要が見込めるものの既存のバス路線から離れた

不便地域への移動手段が確保できる。 

・結節点を JR厚狭駅とすることで、鉄道、広域路線バスや地域間幹線系統との

接続により市街地などの広域的な移動手段が確保できる。 

・地域住民（特に高齢者）の外出機会の増加につながり、住民の健康福祉の増

進、地域の活性化に寄与することができる。 
 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の 

概要及び運行予定者 

「地域公共交通確保維持事業費補助金交付要綱（以下、補助金交付要綱とい

う。）「表１」添付」 

○「表１」添付資料 

①運行系統図 

②厚狭北部地域デマンド交通実証運行計画 

③参考資料（１回当たりサービス提供時間） 

 

○補助要件の具備 

①要綱別表７のロ…別添「厚狭北部地域デマンド交通実証運行計画」参照 

②要綱別表７のハ…平成２７年１月から３月までは周知期間のため、厚狭北

部便と平行して運行したが、平成２７年４月からは厚狭北部便を減便し、 



厚狭北部の交通空白時間帯に運行している。 

③要綱別表７の二…前年度に続き本補助金制度を活用するもの 

 

４．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

補助金交付要綱「表２」添付 

 

５．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

新興タクシー株式会社 

 

６．補助金の交付を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定

手法 

該当なし 

 

７．別表１及び別表３の補助事業の基準ニに基づき、協議会が平日１日当た

りの運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

該当なし 

 

８．別表１及び別表３の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏

の中心市町村に準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

該当なし 

 

９．地域公共交通確保維持事業を行う地域の概要 

補助金交付要綱「表５」添付 

 

１０．車両の取得に係る目的・必要性 

該当なし 

 

１１．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

該当なし 

 

１２．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、地方公共団体、 

要する費用の総額、負担者及びその負担額 

該当なし 



１３．老朽車両の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業

における収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代

替車両を活用した利用促進策） 

該当なし 

 

１４．協議会の開催状況と主な議論 

平成 26年 3月 27日 

（第 1回会議） 

・山陽小野田市地域公共交通会議の設立について 

・厚狭北部地域等におけるデマンド交通の実証運行につ

いて協議 

平成 26年 6月 23日 

（第 2回会議） 

 

・山陽小野田市生活交通ネットワーク計画（地域内フィ

ーダー系統確保維持計画）について 

・厚狭北部便の減便について 

平成 26年 9月 29日 

（第 3回会議） 

 

 

・運行事業者決定に伴う、平成２６年度山陽小野田市生

活交通ネットワーク計画の修正について 

・道路運送法第 9条第 4項及び同法施行規則第 9条第 2

項に掲げる協議が整っていることの証明について 

平成 27年 3月 23日 

（第 4回会議） 

 

 

・山陽小野田市生活交通ネットワーク計画（地域内フィ

ーダー系統確保維持計画）について 

・厚狭北部地域デマンド型交通の利用状況について 

・厚狭北部便のダイヤ改正について 

平成 27年 6月 22日 

（第 5回会議） 

・山陽小野田市地域内フィーダー系統確保維持計画につ

いて 

平成 27年 7月 30日 

（第 6回会議） 

・厚狭北部地域デマンド型交通の利用状況について 

 

平成 28年 1月 12日 

（第 7回会議） 

 

・地域公共交通確保維持改善事業（デマンド型交通（地

域内フィーダー）の事業評価について 

・デマンド型交通の目的地（停車場所）の改善について 

以後、「年３回開催予定」 

 

１５．利用者等の意見の反映状況     

・平成２５年２月～平成２５年４月、山陽小野田市まちづくり市民会議「デマ

ンド交通検討部会」を開催（合計６回）し、市民の公共交通手段について協

議した。 

・平成２５年１２月、自治会長及び民生児童委員へのアンケート調査を実施し、

移動ニーズや利用意向等を把握し、運行計画に反映した。 



・平成２６年２月、既存の厚狭北部便の利用者に対して聞き取り調査を実施し、

見直しにあたっての意向等を把握した。 

・平成２６年３月、地域公共交通会議の構成員として公募市民が参加した。 

・平成２６年５月、住民説明会を計３回開催した。 

・平成２６年１０月～１２月 運行エリア内の全２６自治会にて利用方法や登

録方法について説明会を開催した。 

・平成２７年１０月、デマンド型交通について、運行エリア住民を対象にアン

ケート調査を実施したところ、JR厚狭駅周辺の個人病院への乗り入れの要望

があったため、目的地に個人病院を追加できるよう関係機関と調整中である。 

・平成２８年 デマンド型交通の利用者を対象にアンケート調査を実施予定 

 

１６．協議会メンバーの構成 

 

区 分 所属 備 考 

一般旅客自動車運送事

業者 

船木鉄道株式会社  

サンデン交通株式会社  

宇部市交通局  

一般旅客自動車運送事

業者が組織する団体 

山陽小野田タクシー協会  

市民 公募市民（３名）  

運輸局・運輸支局 中国運輸局 山口運輸支局  

運転者が組織する団体 船木鉄道株式会社 労働組合  

 

道路管理者 

中国地方整備局山口河川国道事務所

宇部国道維持出張所 

 

山口県 宇部土木建築事務所  

警察  山陽小野田警察署  

学識経験者 小野田商工会議所  

山陽商工会議所  

山口東京理科大学  

山陽小野田市 山陽小野田市 産業振興部長 

山陽小野田市 観光課職員 

山陽小野田市 都市計画課職員 

 

※向こう３年間、メンバー等の変更予定なし 
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厚狭北部地域デマンド型交通運行計画 

 

1. 目的 

・高齢者等、マイカーを自由に利用できない人の日常生活（通院、買い物等）におけ

る移動手段の確保 

・地域内に存在する、一定の需要が見込めるものの既存のバス路線から離れた不便地

域への移動手段の確保 

 

2. 事業主体 

 山陽小野田市 

 

3. 運行主体 

 新興タクシー株式会社 

（運行開始までに道路運送法第４条における一般乗合旅客自動車運送事業の許可

を取得する見込み） 

 

4. 実証運行期間・本格運行 

 実証運行期間 平成 27年 1月 5日～平成 27年 9月 30日 

 本格運行 平成 27年 10月～ 

  

5. 対象エリア・対象者 

 次の 26 自治会範囲内に居住する住民のうち、事前に利用登録を行った方を利用対

象者とする。 

 

＜対象エリア＞ 

松ヶ瀬・平沼田・不動寺原線 

柳瀬、赤川、松ヶ瀬、随光、奥の浴、宗末、平沼田、森広、高の巣、籾の木、石束、

不動寺原西、不動寺原東、緑ヶ原団地、厚狭緑ヶ丘、今市 

 

湯の峠・陽光台・山川線 

 湯の峠、福正寺、沓山田、鴨庄上、西山、鋳物師屋、陽光台、野田、別府、山川 

 

＜目的地側の乗降場所＞ 

・厚狭駅（在来線口） ・厚狭駅（新幹線口） ・山陽総合事務所 ・不二輸送機ホー

ル（山陽小野田市文化会館） ・山陽勤労青少年ホーム  ・マックスバリュ厚狭店   

・丸久厚狭店 ・ウエスタまるき厚狭店 ・ＪＡ山口宇部厚狭支店 

  



 

 

【対象エリア図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目的地側乗降場所の拡大 

 



 

 

6. サービス内容 

 

①運行形態 

予約乗合（デマンド）型 ※ドア・ツー・ドア方式（基本ダイヤあり） 

 

②運行日 

 月・水・金曜日（年末年始 12/29～1/3、祝日は運休） 

 

③運行便数 

 ３往復／１日 

 

松ヶ瀬・平沼田・不動寺原線 

上り                  下り 

 1便 2便 3便   1便 2便 3便 

柳瀬 7：40 9：00 13：30  厚狭地域中心部  10：30 12：00 15：30 

随光     今市    

平沼田     籾の木    

籾の木     平沼田    

今市     随光    

厚狭地域中心部      柳瀬    

 

湯の峠・陽光台・山川線 

上り                  下り 

 1便 2便 3便   1便 2便 3便 

湯の峠 7：50 9：00 13：30  厚狭地域中心部  10：30 12：00 15：30 

鴨庄上     山川    

鋳物師屋     鋳物師屋    

山川     鴨庄上    

厚狭地域中心部      湯の峠    

 

④運行車両 

・運行事業者所有の 10 人乗りジャンボタクシー車両で運行することを基本とする

が、事業者が自社の営業で当該車両を使用する予定がある日は、セダンタクシー

車両（複数）で運行する。 

・便ごとの予約者数が基本車両の乗車定員を上回る場合は、追加車両（セダンタク

シー車両）で続行便を運行する。 

・事故等緊急時の対応のため、事業用の車両を確保する（基本車両 1 台、他 予備

車両 5台確保）。 



 

 

 

表 運行車両のイメージ 

基本車両（1台目） 追加車両（予約人数が基本車両の乗

車定員を超える場合） 

ジャンボ 

 

 

 

 

セダン 

 

 

 

 

セダン 

 

 

 

 

セダン 

 

 

 

 

 

⑤運賃 

 1乗車 300円 

※利用促進策として回数券を発行する 

 

＜割引等＞ 

・1歳未満は無料 

・1歳以上小学生以下は 150円 

・身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者、

及びこれらの者を介助する者は 150円 

 

＜回数券＞ 

・300円×11枚綴り（販売価格：3,000 円） 

・150円×11枚綴り（販売価格：1,500 円） 

 

⑥予約受付時間、各便の予約締切時間 

・予約受付時間は 6時～18時 

・各便の予約締切は運行開始の 30分前 

 例） 9：00運行開始の便 →  当日 8：30が予約締切 
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域内フィーダー系統【デマンド型（区域）運行】用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

台 時間 ％

２．時間当たり補助対象経常費用及び収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

1 厚狭北部１ 松ヶ瀬
松ヶ瀬・
平沼田・
不動寺原

JR厚
狭駅 144 日 604 回 時間 664.4 時間

2 厚狭北部２ 湯ノ峠
湯ノ峠・
陽光台・
山川

JR厚
狭駅 144 日 604 回 時間 543.6 時間

3 日 回 時間 時間

4 日 回 時間 時間

系統 時間 1,208.0 時間

1 1,815,619 円 円 円

2 1,485,506 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

3,301,125 円 円 円

事業者名 新興タクシー株式会社 29年度

補助対象期間の
前々年度の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 447 千円 営業外収益 0 経常収益（イ） 447

営業費用 2,750 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ） 2,750

▲ 2,303

補助対象期間の
前々年度の
保有車両数

（ハ）

2

補助対象期間の
前々年度の

１台当たりサービス
提供時間（ニ）

318.3

経常収支率 16.25

営業損益 ▲ 2,303 千円 営業外損益 0 経常損益

補助ブロック名
補助対象事業者の

時間当たり経常費用
ロ÷ハ÷ニ＝ホ

地域時間当たり
標準経常費用

ヘ

時間当たり経常費用
ホとヘのいずれか少ない額

ト

時間当たり経常収益
イ÷ハ÷ニ＝チ

山陽 4,319円82銭 2732円.72銭 2,732円.72銭 702円.16銭

補助ブロック外乗り入
れ部分及び同一補助
ブロック市区町村外乗
り入れ部分以外のサー
ビス提供時間の比率

計画サービス提供時
間

（リ－（ヌ＋ル)）÷リ＝
ヲ

ワ

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブ
ロック名

申請
番号

運行
系統名

運行系統

計画運行
日数

発地
営業
区域

着
地

リ ヌ ル

計画運行
回数

１回あたりサービス提
供時間

リのうち補助ブロック外
乗入部分に係るサービス

提供時間

リのうち同一補助
ブロック

市区町村外乗入
部分に係るサービ

ス提供時間

100.000%

0.9 時間 0.00 時間 0.0 100.000%

山陽
1.1 時間 0.00 時間 0.0

時間 時間

時間 時間

時間 0.0

補助ブ
ロック名

申請
番号

補助対象
経常費用
の見込額

経常収益の
見込額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

タのうち補助ブ
ロック外乗入部
分及び同一補助
ブロック市区町

村外乗入部分以
外に係るもの

補助対象経費

合計 2.0 時間 0.0

補助対象経費の1/2
国庫補助
上限額

国庫補助金
内定申請額

（ナ又はラのうち
いずれか少ない

ほうの額）

ト×ワ以下の
額：カ

チ×ワ以上の
額：ヨ

カ－ヨ＝タ タ×ヲ＝ツ ネ ネ×1/2＝ナ ラ ム

山陽

466,515 円 1,349,104 1,349,104 1,349 千円 674.5 千円

381,694 円 1,103,812 1,103,812 1,103 千円 551.5 千円

合計 848,209 円 2,452,916 2,452,916 2,452 千円 1,226 千円 9850千円 1,226 千円

H27年度の実績を記入

運行回数は、H27年度の実績を勘案し、全体（1日6回
＊144日）の7割運行としている。



1 2,403,573 円

2 1,966,560 円

3 円

4 円

4,370,133 円 3,144,133 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

補助ブ
ロック名

申請
番号

経常費用から
経常収益を控

除
した額

損失額から国
庫補助額を控

除した額

ノの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他の者」の
具体的概要

ホ×ワ－ヨ＝ウ ウ－ム＝ノ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額

合計

負担割合 負担額 負担割合

山陽

 6.申請番号は、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 7.地域時間当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 8.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 9.「１回当たりサービス提供時間」（リ欄）については、【（１回あたり平均運行時間）＋（１日あたり平均待機時間／１日あたり運行回数）】により算出すること。

10.「１回当たりサービス提供時間」、「補助ブロック外乗入部分に係るサービス提供時間」及び「市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算
出すること。また、合計の欄については、各申請系統のサービス提供時間の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」の欄は、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間を記載することとし、補助ブロック
が異なる市区町村外乗入部分は（ヌ）に記載すること。

(1) 記載要領

 1.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６（附則第３条の適用を受ける事業者にあっては別表28）の名称を記載すること。

 2.乗合バス事業の収益、サービス提供時間については、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条
で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節及び第５節に係る経常費用を除くこと。

 3.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記
載すること。

 4.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス（自家用有償運送）事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、原則として昭和52年５月17日
付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。

 5.「補助対象期間の前々年度の保有車両台数」の欄は、事業者が保有する車両数でなく、生活交通確保維持改善計画に記載された運行系統を運行するにあたって必要な車両台数を記載
すること。

18.サービス提供時間とは、事業開始時間（運行開始時間）から事業終了時間（運行終了時間）までの間をいい、その間の待機時間、回送時間、予約受付にかかる時間についても含める。な
お、サービス提供時間外に行われる予約受付等については、補助対象外とする。

19.待機時間とは、サービス提供時間のうち、実運行しなかった時間をいう。但し、休憩時間及びその他事業に従事している時間は含めない。

20.回送時間について、乗客が降車した後、帰庫する際の回送運行は実運行時間として差し支えない。なお、回送運行中（帰庫途中）に乗用事業による配車指示があり乗用事業の運行を
行った場合は、当該回送運行は実運行時間とは認められない。

21.複数系統を運行する車両（１台で３系統運行等）の待機時間については、明確に待機時間を算出することは困難である場合は、原則として、系統毎の計画サービス提供時間（ワ欄）を系統
数の合計値で除す若しくは系統毎の運行回数に応じた算出方法により算出されたい。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常
費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類

12.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のサービス提供時間の比率（ヲ）」については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

13.「計画サービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

14.「補助対象経費」の欄は、（ツ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

15.「補助対象経費の１／２」の欄は、系統ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

16.「国庫補助上限額」の欄は、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者ごとに配分した額を記載すること。

17.「補助対象期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。



表
１
　
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
事
業
に
よ
り
運
行
を
確
保
・維

持
す
る
運
行
系
統
の
概
要
及
び
運
行
予
定
者
（地

域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
）

3
0
年
度

乗
合
バ
ス
型

／
デ
マ
ン
ド

型
の
別

基
準
ロ
で

該
当
す
る

要
件

接
続
す
る
補
助
対

象
地
域
間
幹
線
系

統
等
と
接
続
確
保

策

基
準
ニ
で
該

当
す
る
要
件

（
別
表
７
の

み
）

山
口
県

(1
)

厚
狭
北
部
１

67
0.
0

デ
マ
ン
ド
型

①
・
地
域
対
象
地
域
間
系
統
と
接
続
（
船

木
鉄
道
（
株
）
：
厚
狭
駅
～
宇
部
中
央

系
統
と
厚
狭
駅
停
留
所
に
て
接
続
）

・
乗
継
に
適
し
た
ダ
イ
ヤ
の
設
定

③

山
陽

小
野
田
市

(2
)

厚
狭
北
部
２

54
8.
0

デ
マ
ン
ド
型

①
・
地
域
対
象
地
域
間
系
統
と
接
続
（
船

木
鉄
道
（
株
）
：
厚
狭
駅
～
宇
部
中
央

系
統
と
厚
狭
駅
停
留
所
に
て
接
続
）

・
乗
継
に
適
し
た
ダ
イ
ヤ
の
設
定

③

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

1,
21
8

1,
21
8

国
庫
補
助

上
限
額

（千
円
）

9,
85
0

（
注
）

１
．
「
確
保
維
持
事
業
に
要
す
る
国
庫
補
助
額
（
千
円
）
」
は
表
２
に
お
け
る
「
補
助
対
象
系
統
の
１
／
２
」
を
小
数
点
第
１
位
（
百
円
単
位
）
ま
で
記
載
す
る
。

５
．
本
表
に
記
載
す
る
運
行
予
定
系
統
を
示
し
た
地
図
を
添
付
す
る
こ
と
。

３
．
「
再
編
特
例
措
置
」
に
は
、
地
域
公
共
交
通
再
編
実
施
計
画
の
認
定
を
受
け
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
に
係
る
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
る
場
合
の
み
、
「
○
」
を
記
載
す
る
。

４
．
「
接
続
す
る
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
等
と
接
続
確
保
策
」
に
は
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
が
接
続
す
る
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
又
は
地
域
間
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
ど
の
よ
う
に
接

続
を
確
保
す
る
か
に
つ
い
て
記
載
す
る
。

再 編 特 例 措 置

地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
の
基
準
適
合

（
別
表
７
及
び
別
表
９
）

新
興
タ
ク
シ
ー

株
式
会
社

合
　
　
　
　
　
計

国
庫
補
助
金
内
定
申
請
額
（
千
円
）
（
合
計
と
国
庫
補
助
上
限
額
を
比
べ
て
少
な
い
額
）

２
．
「
国
庫
補
助
額
内
定
申
請
額
（
千
円
）
」
に
は
、
各
運
行
予
定
者
毎
で
ま
と
め
て
表
２
に
お
け
る
「
国
庫
補
助
金
内
定
申
請
額
」
を
記
載
す
る
。

都
道
府
県

（
市
区
町

村
）

運
行
予
定
者
名

運
行
系
統
名

（
申
請
番
号
）

確
保
維
持
事

業
に
要
す
る

国
庫
補
助
額

（
千
円
）

国
庫
補
助
金

内
定
申
請
額

（
千
円
）

1,
21
8



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域内フィーダー系統【デマンド型（区域）運行】用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

台 時間 ％

２．時間当たり補助対象経常費用及び収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

1 厚狭北部１ 松ヶ瀬
松ヶ瀬・
平沼田・
不動寺原

JR厚
狭駅 143 日 600 回 時間 660.0 時間

2 厚狭北部２ 湯ノ峠
湯ノ峠・
陽光台・
山川

JR厚
狭駅 143 日 600 回 時間 540.0 時間

3 日 回 時間 時間

4 日 回 時間 時間

系統 時間 1,200.0 時間

1 1,803,595 円 円 円

2 1,475,668 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

3,279,263 円 円 円 9850千円 1,218 千円合計 842,591 円 2,436,672 2,436,672 2,436 千円 1,218 千円

ネ×1/2＝ナ ラ ム

山陽

463,425 円 1,340,170 1,340,170 1,340 千円 670.0 千円

379,166 円 1,096,502 1,096,502 1,096 千円 548.0 千円

時間 0.0

補助ブ
ロック名

申請
番号

補助対象
経常費用
の見込額

経常収益の
見込額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

タのうち補助ブ
ロック外乗入部
分及び同一補助
ブロック市区町

村外乗入部分以
外に係るもの

補助対象経費

合計 2.0 時間 0.0

補助対象経費の1/2
国庫補助
上限額

国庫補助金
内定申請額

（ナ又はラのうち
いずれか少ない

ほうの額）

ト×ワ以下の
額：カ

チ×ワ以上の
額：ヨ

カ－ヨ＝タ タ×ヲ＝ツ ネ

時間 時間

時間 時間

100.000%

0.9 時間 0.0 時間 0.0 100.000%

山陽
1.1 時間 0.0 時間 0.0

補助ブロック外乗り入
れ部分及び同一補助
ブロック市区町村外乗
り入れ部分以外のサー
ビス提供時間の比率

計画サービス提供時
間

（リ－（ヌ＋ル)）÷リ＝
ヲ

ワ

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブ
ロック名

申請
番号

運行
系統名

運行系統

計画運行
日数

発地
営業
区域

着
地

リ ヌ ル

計画運行
回数

１回あたりサービス提
供時間

リのうち補助ブロック外
乗入部分に係るサービス

提供時間

リのうち同一補助
ブロック

市区町村外乗入
部分に係るサービ

ス提供時間

補助ブロック名
補助対象事業者の

時間当たり経常費用
ロ÷ハ÷ニ＝ホ

地域時間当たり
標準経常費用

ヘ

時間当たり経常費用
ホとヘのいずれか少ない額

ト

時間当たり経常収益
イ÷ハ÷ニ＝チ

山陽 4,319円82銭 2732円.72銭 2,732円.72銭 702円.16銭

補助対象期間の
前々年度の
保有車両数

（ハ）

2

補助対象期間の
前々年度の

１台当たりサービス
提供時間（ニ）

318.3

経常収支率 16.25

営業損益 ▲ 2,303 千円 営業外損益 0 経常損益

事業者名 新興タクシー株式会社 ３０年度

補助対象期間の
前々年度の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 447 千円 営業外収益 0 経常収益（イ） 447

営業費用 2,750 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ） 2,750

▲ 2,303



1 2,387,656 円

2 1,953,536 円

3 円

4 円

4,341,192 円 3,123,192 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

18.サービス提供時間とは、事業開始時間（運行開始時間）から事業終了時間（運行終了時間）までの間をいい、その間の待機時間、回送時間、予約受付にかかる時間についても含める。な
お、サービス提供時間外に行われる予約受付等については、補助対象外とする。

19.待機時間とは、サービス提供時間のうち、実運行しなかった時間をいう。但し、休憩時間及びその他事業に従事している時間は含めない。

20.回送時間について、乗客が降車した後、帰庫する際の回送運行は実運行時間として差し支えない。なお、回送運行中（帰庫途中）に乗用事業による配車指示があり乗用事業の運行を
行った場合は、当該回送運行は実運行時間とは認められない。

21.複数系統を運行する車両（１台で３系統運行等）の待機時間については、明確に待機時間を算出することは困難である場合は、原則として、系統毎の計画サービス提供時間（ワ欄）を系統
数の合計値で除す若しくは系統毎の運行回数に応じた算出方法により算出されたい。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常
費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類

12.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のサービス提供時間の比率（ヲ）」については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

13.「計画サービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

14.「補助対象経費」の欄は、（ツ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

15.「補助対象経費の１／２」の欄は、系統ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

16.「国庫補助上限額」の欄は、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者ごとに配分した額を記載すること。

17.「補助対象期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 6.申請番号は、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 7.地域時間当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 8.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 9.「１回当たりサービス提供時間」（リ欄）については、【（１回あたり平均運行時間）＋（１日あたり平均待機時間／１日あたり運行回数）】により算出すること。

10.「１回当たりサービス提供時間」、「補助ブロック外乗入部分に係るサービス提供時間」及び「市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算
出すること。また、合計の欄については、各申請系統のサービス提供時間の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」の欄は、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間を記載することとし、補助ブロック
が異なる市区町村外乗入部分は（ヌ）に記載すること。

(1) 記載要領

 1.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６（附則第３条の適用を受ける事業者にあっては別表28）の名称を記載すること。

 2.乗合バス事業の収益、サービス提供時間については、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条
で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節及び第５節に係る経常費用を除くこと。

 3.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記
載すること。

 4.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス（自家用有償運送）事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、原則として昭和52年５月17日
付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。

 5.「補助対象期間の前々年度の保有車両台数」の欄は、事業者が保有する車両数でなく、生活交通確保維持改善計画に記載された運行系統を運行するにあたって必要な車両台数を記載
すること。

合計

負担割合 負担額 負担割合

山陽

補助ブ
ロック名

申請
番号

経常費用から
経常収益を控

除
した額

損失額から国
庫補助額を控

除した額

ノの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他の者」の
具体的概要

ホ×ワ－ヨ＝ウ ウ－ム＝ノ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額



表
１
　
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
事
業
に
よ
り
運
行
を
確
保
・維

持
す
る
運
行
系
統
の
概
要
及
び
運
行
予
定
者
（地

域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
）

3
1
年
度

乗
合
バ
ス
型

／
デ
マ
ン
ド

型
の
別

基
準
ロ
で

該
当
す
る

要
件

接
続
す
る
補
助
対

象
地
域
間
幹
線
系

統
等
と
接
続
確
保

策

基
準
ニ
で
該

当
す
る
要
件

（
別
表
７
の

み
）

山
口
県

(1
)

厚
狭
北
部
１

67
0.
0

デ
マ
ン
ド
型

①
・
地
域
対
象
地
域
間
系
統
と
接
続
（
船

木
鉄
道
（
株
）
：
厚
狭
駅
～
宇
部
中
央

系
統
と
厚
狭
駅
停
留
所
に
て
接
続
）

・
乗
継
に
適
し
た
ダ
イ
ヤ
の
設
定

③

山
陽

小
野
田
市

(2
)

厚
狭
北
部
２

54
8.
0

デ
マ
ン
ド
型

①
・
地
域
対
象
地
域
間
系
統
と
接
続
（
船

木
鉄
道
（
株
）
：
厚
狭
駅
～
宇
部
中
央

系
統
と
厚
狭
駅
停
留
所
に
て
接
続
）

・
乗
継
に
適
し
た
ダ
イ
ヤ
の
設
定

③

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

1,
21
8

1,
21
8

国
庫
補
助

上
限
額

（千
円
）

9,
85
0

（
注
）

１
．
「
確
保
維
持
事
業
に
要
す
る
国
庫
補
助
額
（
千
円
）
」
は
表
２
に
お
け
る
「
補
助
対
象
系
統
の
１
／
２
」
を
小
数
点
第
１
位
（
百
円
単
位
）
ま
で
記
載
す
る
。

５
．
本
表
に
記
載
す
る
運
行
予
定
系
統
を
示
し
た
地
図
を
添
付
す
る
こ
と
。

３
．
「
再
編
特
例
措
置
」
に
は
、
地
域
公
共
交
通
再
編
実
施
計
画
の
認
定
を
受
け
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
に
係
る
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
る
場
合
の
み
、
「
○
」
を
記
載
す
る
。

４
．
「
接
続
す
る
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
等
と
接
続
確
保
策
」
に
は
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
が
接
続
す
る
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
又
は
地
域
間
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
ど
の
よ
う
に
接

続
を
確
保
す
る
か
に
つ
い
て
記
載
す
る
。

再 編 特 例 措 置

地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
の
基
準
適
合

（
別
表
７
及
び
別
表
９
）

新
興
タ
ク
シ
ー

株
式
会
社

合
　
　
　
　
　
計

国
庫
補
助
金
内
定
申
請
額
（
千
円
）
（
合
計
と
国
庫
補
助
上
限
額
を
比
べ
て
少
な
い
額
）

２
．
「
国
庫
補
助
額
内
定
申
請
額
（
千
円
）
」
に
は
、
各
運
行
予
定
者
毎
で
ま
と
め
て
表
２
に
お
け
る
「
国
庫
補
助
金
内
定
申
請
額
」
を
記
載
す
る
。

都
道
府
県

（
市
区
町

村
）

運
行
予
定
者
名

運
行
系
統
名

（
申
請
番
号
）

確
保
維
持
事

業
に
要
す
る

国
庫
補
助
額

（
千
円
）

国
庫
補
助
金

内
定
申
請
額

（
千
円
）

1,
21
8



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域内フィーダー系統【デマンド型（区域）運行】用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

台 時間 ％

２．時間当たり補助対象経常費用及び収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

1 厚狭北部１ 松ヶ瀬
松ヶ瀬・
平沼田・
不動寺原

JR厚
狭駅 143 日 600 回 時間 660.0 時間

2 厚狭北部２ 湯ノ峠
湯ノ峠・
陽光台・
山川

JR厚
狭駅 143 日 600 回 時間 540.0 時間

3 日 回 時間 時間

4 日 回 時間 時間

系統 時間 1,200.0 時間

1 1,803,595 円 円 円

2 1,475,668 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

3,279,263 円 円 円 9850千円 1,218 千円合計 842,591 円 2,436,672 2,436,672 2,436 千円 1,218 千円

ネ×1/2＝ナ ラ ム

山陽

463,425 円 1,340,170 1,340,170 1,340 千円 670.0 千円

379,166 円 1,096,502 1,096,502 1,096 千円 548.0 千円

時間 0.0

補助ブ
ロック名

申請
番号

補助対象
経常費用
の見込額

経常収益の
見込額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

タのうち補助ブ
ロック外乗入部
分及び同一補助
ブロック市区町

村外乗入部分以
外に係るもの

補助対象経費

合計 2.0 時間 0.0

補助対象経費の1/2
国庫補助
上限額

国庫補助金
内定申請額

（ナ又はラのうち
いずれか少ない

ほうの額）

ト×ワ以下の
額：カ

チ×ワ以上の
額：ヨ

カ－ヨ＝タ タ×ヲ＝ツ ネ

時間 時間

時間 時間

100.000%

0.9 時間 0.0 時間 0.0 100.000%

山陽
1.1 時間 0.0 時間 0.0

補助ブロック外乗り入
れ部分及び同一補助
ブロック市区町村外乗
り入れ部分以外のサー
ビス提供時間の比率

計画サービス提供時
間

（リ－（ヌ＋ル)）÷リ＝
ヲ

ワ

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブ
ロック名

申請
番号

運行
系統名

運行系統

計画運行
日数

発地
営業
区域

着
地

リ ヌ ル

計画運行
回数

１回あたりサービス提
供時間

リのうち補助ブロック外
乗入部分に係るサービス

提供時間

リのうち同一補助
ブロック

市区町村外乗入
部分に係るサービ

ス提供時間

補助ブロック名
補助対象事業者の

時間当たり経常費用
ロ÷ハ÷ニ＝ホ

地域時間当たり
標準経常費用

ヘ

時間当たり経常費用
ホとヘのいずれか少ない額

ト

時間当たり経常収益
イ÷ハ÷ニ＝チ

山陽 4,319円82銭 2732円.72銭 2,732円.72銭 702円.16銭

補助対象期間の
前々年度の
保有車両数

（ハ）

2

補助対象期間の
前々年度の

１台当たりサービス
提供時間（ニ）

318.3

経常収支率 16.25

営業損益 ▲ 2,303 千円 営業外損益 0 経常損益

事業者名 新興タクシー株式会社 ３１年度

補助対象期間の
前々年度の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 447 千円 営業外収益 0 経常収益（イ） 447

営業費用 2,750 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ） 2,750

▲ 2,303



1 2,387,656 円

2 1,953,536 円

3 円

4 円

4,341,192 円 3,123,192 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

18.サービス提供時間とは、事業開始時間（運行開始時間）から事業終了時間（運行終了時間）までの間をいい、その間の待機時間、回送時間、予約受付にかかる時間についても含める。な
お、サービス提供時間外に行われる予約受付等については、補助対象外とする。

19.待機時間とは、サービス提供時間のうち、実運行しなかった時間をいう。但し、休憩時間及びその他事業に従事している時間は含めない。

20.回送時間について、乗客が降車した後、帰庫する際の回送運行は実運行時間として差し支えない。なお、回送運行中（帰庫途中）に乗用事業による配車指示があり乗用事業の運行を
行った場合は、当該回送運行は実運行時間とは認められない。

21.複数系統を運行する車両（１台で３系統運行等）の待機時間については、明確に待機時間を算出することは困難である場合は、原則として、系統毎の計画サービス提供時間（ワ欄）を系統
数の合計値で除す若しくは系統毎の運行回数に応じた算出方法により算出されたい。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常
費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類

12.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のサービス提供時間の比率（ヲ）」については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

13.「計画サービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

14.「補助対象経費」の欄は、（ツ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

15.「補助対象経費の１／２」の欄は、系統ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

16.「国庫補助上限額」の欄は、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者ごとに配分した額を記載すること。

17.「補助対象期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 6.申請番号は、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 7.地域時間当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 8.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 9.「１回当たりサービス提供時間」（リ欄）については、【（１回あたり平均運行時間）＋（１日あたり平均待機時間／１日あたり運行回数）】により算出すること。

10.「１回当たりサービス提供時間」、「補助ブロック外乗入部分に係るサービス提供時間」及び「市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算
出すること。また、合計の欄については、各申請系統のサービス提供時間の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」の欄は、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間を記載することとし、補助ブロック
が異なる市区町村外乗入部分は（ヌ）に記載すること。

(1) 記載要領

 1.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６（附則第３条の適用を受ける事業者にあっては別表28）の名称を記載すること。

 2.乗合バス事業の収益、サービス提供時間については、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条
で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節及び第５節に係る経常費用を除くこと。

 3.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記
載すること。

 4.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス（自家用有償運送）事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、原則として昭和52年５月17日
付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。

 5.「補助対象期間の前々年度の保有車両台数」の欄は、事業者が保有する車両数でなく、生活交通確保維持改善計画に記載された運行系統を運行するにあたって必要な車両台数を記載
すること。

合計

負担割合 負担額 負担割合

山陽

補助ブ
ロック名

申請
番号

経常費用から
経常収益を控

除
した額

損失額から国
庫補助額を控

除した額

ノの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他の者」の
具体的概要

ホ×ワ－ヨ＝ウ ウ－ム＝ノ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

山口県 （単位：人）

財政力指数

0.67

　交通不便地域の内訳

　国庫補助上限額の算定

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

（２）添付書類
１． 人口集中地区以外の地区及び交通不便地域の区分が分かる地図

（ただし、全域が交通不便地域となる場合には省略可）

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する事業年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳
を基に記載すること。
※なお、実施要領等で別に定める場合は、それによること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。
「交通不便地域」の欄は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域（過疎地域
とみなされる市町村、過疎とみなされる区域を含む。）、離島振興法に基づく離島振興
対策実施地域、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域、山村振興法に基づく振
興山村に該当する地域の人口及び実施要領（２．（１）⑫）に基づき地方運輸局長等が
指定する交通不便地域の人口の合計（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が上記３．に掲げる法律（根拠法）に基づき
地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名等を記載すること。
また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域が存在する場合には、該当する区域
名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。

対　象　人　口 算定式 国庫補助上限額

45,669            （45,669人　×　150円）　＋　300万円 9,850,350                          

45,669
山陽小野田市のDID地区

以外の地区

交通不便地域 45,669

人　口 対象地区 根拠法

市町村名 山陽小野田市

周南市 人　口

人口集中地区以外 45,669




